



















準が必要になる｡ 実証研究においては, 株式リターン等を従属変数とし, 利益数値を独立
変数の一つとする回帰式を用いた回帰分析にもとづいて, 会計上の代替案の有用性を比較
することが多い (Halthausen, R.W. and R.L. Watts [2001])｡
これらの有用性の比較とは別に, 多くの会計上の代替案を選択する場合の基準の一つと
して, 伝統的に保守主義が考えられていた｡ 保守主義は, 損失は予想すれども利益は予想
すべからずという素朴な健全性を指向した会計上の考え方であるといわれる (新井清光
[1985] p.132)｡ また, ｢資産または収益の過大表示は大きな誤りであるが, 他方, 過小表
示は反対すべきものではなく, かえって実行で示す徳であると一般にいわれている考え方







千 葉 啓 司
が正当化されてきているわけではない｡ 日本の企業会計原則の一般原則における保守主義
に関する議論においても, 過度の保守主義は禁じられると一般的に解釈されてきている
(嶌村剛雄 [1985] p.81)｡ この場合, 何をもって過度の保守主義とし, 何をもって適正な
保守主義とするのか, その判断基準が必要になる｡ その判断基準に関しては多くの議論が
積み重ねられてきているが, 必ずしも明確ではない点が残されているように思われる｡
これらの伝統的な保守主義の議論とは一線を画する理論が1995年に Feltham, G.A. and
J.A. Ohlson によって示された (Feltham, G.A. and J.A. Ohlson [1995])｡ 彼らの保守主
義に関する議論は, 同年の論文によって示されたいわゆるOhlson モデルを展開した形で
進められている (Ohlson, J.A. [1995])｡ Ohlson モデルはその後の実証研究に大きな影響











指摘されているところである (Gajarati, D.N. [2003] p.217)｡
したがって, 伝統的な保守主義に関する議論とOhlson と Feltham のモデルに基づく保
守主義の議論を比較検討する意義は高いものと思われる｡ そこで, まず, 伝統的な保守主
義に関する議論を整理し, その意義を再検討する｡ 次に, Ohlson と Feltham のモデルに
基づく保守主義の議論の意義を, 伝統的な議論と比較する形で検討する｡ さらに, 会計基
準の設定にどのように保守主義が関与するかを検討するために, アメリカおよび国際財務
















構造は, (中略) 実現主義による収益の認識・測定, 発生主義および原価主義に基づく費
用の認識・測定によってささえられた期間的な費用収益の対応計算, つまり投下資本 (原
価) の期間計算的な回収 (実現) 剰余の意味における処分可能利益計算を中核にしている




のとして議論を進める｡ そして, 収益の認識基準としての実現主義の採用, 発生主義・原
価主義に基づく費用の認識・測定を支える根拠としての保守主義をここでは損益計算構造
に関する保守主義会計と位置付ける｡
日本においては, 新井清光の保守主義に関する議論がこれに相当する｡ 新井は ｢保守主
義は, 結局, 利益 (期間利益) の計上面における抑制主義を意味するということができ,
その手段として, 資産の低評価と負債の高評価, および収益の認識時点の延期, その
測定額の抑制 (また費用・損失についてはそれぞれ逆の会計行為) が行われることになる
(新井清光 [1985] p.135)｣ としたうえで, 保守主義の存在理由として, 期間損益計算の




また, アメリカにおいては Sterling, R.R が, 保守主義は伝統的会計における評価の基
本原則であるという仮定を次のように提示している｡
｢われわれの第一の仮説は次のとおりである｡ 保守主義は伝統的会計における評価の根本
原則である｡ この主張の理由は次のとおりである｡ １. 会計の発達は保守主義に向かう必
然的傾向をもっている｡ ２. 他の原則が保守主義のために破られる多くの事例がある｡ ３.
保守主義を否定する多くの会計人は, それを特定の実務のための正当化として使用し続け
ている｡ ４. 保守主義に反対するある論拠は, それが保守的ではないということである｡
われわれの第二の仮説は次のとおりである｡ 保守主義は, 他の評価規則が導出される,









守主義の原則からの導出物である (Sterling, R.R [1970] p.261)｡｣ と述べ, その根拠と






る｡ Sterling は現在市場価格による資産の評価を主張している｡ このため, 原価主義を批
判する文脈の中で損益計算の構造に関する保守主義が検討されているのである｡
このように, 損益計算の構造に関する保守主義といっても, 新井は日本における当時の





与されていたといえる｡ しかしながら, 現在の会社法では, 分配可能利益ないしは配当可



































けようとする保守主義の原則に求めざるをえない (嶌村剛雄 [1994] p.87)｣ のである｡
新井は現金主義あるいは回収基準, ｢有形固定資産の減価償却における早期償却, 加速・
逓減償却, 無形固定資産や繰延資産における早期償却 (均等額以上の償却) および非繰延
経理 (支出時の一時費用計上) など (新井清光 [1985] p.139)｣, そして資産の低価主義
による評価を保守主義の適用例として挙げている｡ また, APB の1970年のステートメン
ト第４号においても棚卸資産の評価における低価主義による評価を保守主義の適用例とし




























ること (すなわち測定可能性をもつこと) が要件である｡ 保守主義は測定可能性の面に具
現化する｡ すなわち, 見積もりに伴う不確実性 (誤差) に対するアローアンスの許容とい
う意味で, 保守主義の原則の適用されうる根拠を認めうるのである (武田隆二 [1974] p.
63)｡｣
さらに, 具体的な適用の仕方として, ｢理論的には, 不確実な期待の存する場合, 中位
的な評価額の計上により, プラス・マイナスの誤差が相殺されて ｢正しい｣ 見積額となる
ものと期待されうるのであるが, 現実には ｢企業財政の強化・安全｣ の建前よりして, 見
積幅の中位値と見積幅の下限値との差額について引当金の設定が許容されることとなる｡
この引当金設定を許容する原理が保守主義であり, 保守主義適用の限界値が見積幅ないし
















い｡ しかし, その損害は, 過度に楽観的な数値に基づく情報からもたらされるであろう損












[1994] p.88)｣ と説明される｡ Gilman, S. は保守主義の適用例として資本的支出を経費
に計上すること, 耐用年数よりも短い期間に資産原価を償却すること, 不当に巨額な
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引当金を計上することを挙げている (Gilman, S. [1939] p.234)｡ については耐用年数
が当初の計画より短縮した場合には問題ある処理とは言えないが, 文脈から判断して, い










究において広く用いられる様になってきている｡ また Ohlson モデルは同じ雑誌の同じ号
に掲載された Feltham との共著論文により, さらに展開され, 保守主義会計の議論に結
びつけられている｡ そこで, まず Ohlson モデルを概観し, その上で, 当該モデルがどの
ように保守主義会計をとらえているかを検討する｡
①Ohlson モデルの概要






































というふうに異常利益 (残余利益) の定義を加える｡ つまり期の利益のうち, －
期の純資産簿価にリスクフリー・レートつまりリスクフリーの利子率をかけた金額以外の































が導出される｡ つまり, 時点における純資産簿価に加えて, 将来の期待利益から期首純
資産簿価にリスクフリーレートを乗じて求められる期待正常利益を差し引いた金額の現在
































Ohlson と Felthamの論文により, Ohlson モデルは展開され, 保守主義との関連が明確





れる (Feltham, G.A. and J.A. Ohlson [1995] pp.694)｡ この仮定から金融資産からは異




















































































ることになる｡ 井上の指摘するように ｢保守主義の下では t 期の営業資産簿価は必ず市場
価値よりも低くなる｡ その結果, t 期の営業資産簿価に株主資本コスト率をかけて求めら
れる t＋1期の残余営業利益が大きくなる｡ したがって, この t 期の営業資産簿価の過小評
価が t＋1期の残余営業利益を増加させるという影響を及ぼすと考える (井上達男 [2001]
p.34)｣ からである｡















難な問題を抱えることになろう｡ こうした点がOhlson と Feltham のモデルにおける問題
点であるといえよう｡
４. 概念フレームワークと保守主義
近年, IFRS のアドプションが多くの国々で話題になり, ある程度進められてきている｡
この IFRS には各基準の理論的基盤となるべき概念的なフレームワークが存在する｡
IFRS のフレームワークは, 先行して同様の概念フレームワークを作成していたアメリカ
FASB の規定を参照しているように思われる｡ これらの概念フレームワークは, 保守主
義についての立場を明らかにしている｡ この保守主義に対する立場に関する論述には,






FASB 概念フレームワーク２号では, 保守主義の正しい理解として, ｢保守主義とは,
企業経営を巡る状況に内在する不確実性やリスクに対する十分な考慮を保証するための不
確実性への慎重な対応である｡ それゆえ, もし将来享受されるべき金額に関する２つの見
積値があって, それが現実のものとなる公算がほぼ同じであれば, 保守主義は, より楽観









一方, 1989年に IASC により作成され, 2001年 IASB により承認されたフレームワーク
(IASC [1989]) では, 慎重性 (prudence) という用語の解説において保守主義に相当す
る考え方に対する立場を明確にしている｡ フレームワークは, ｢財務諸表の作成者は, 多
くの事象と状況に不可避的に伴う不確実性, 例えば, 不良債権の回収可能性, 工場および
設備の見積耐用年数ならびに生じるであろう保証請求件数の見積などに対処しなければな
らない｡ このような不確実性は, その性質および範囲を開示することにより, また財務諸













的に容認され, IASB のフレームワークではむしろ推奨されていた｡ しかし当該草案では
否定的に捉えられている｡ 草案は, ｢慎重性あるいは保守主義を質的特性あるいは不確実
性に対する望ましい対処として記述することは, 中立性という質的特性と矛盾する (Bc.2.
21)｡｣ とし, その根拠として慎重であれという戒めは, 報告される財政状態や経営成績に
偏向をもたらすことになる点を指摘している (Bc.2.21)｡
保守主義を会計情報に偏向をもたらす, 有用性の阻害要因としてとらえる立場は,




(Hendriksen, E.S. [1982] pp.83‒84, Solomons, D. [1986] pp.99‒101)｡ もし, Ohlson と











さらに, FASBおよび IASB の概念フレームワークにおいては現行の規定では保守主義
が容認ないしはむしろ推奨されているが, 2008年の草案では会計情報に偏向をもたらす,
有用性の阻害要因として排除されていることが示された｡
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分できる｡ 前者は, もともと主たる選択基準と考えられていないことと, 過度の保守主義
との区別が不明確である点が指摘された｡ 後者に関しては, 会計に予見計算が介入する限
り有意義な判断基準として位置づけられることが指摘された｡
Ohlson と Feltham のモデルにおける保守主義は, 明確に定義づけられるが, 自己創設
のれんを計上しない会計を保守主義とよぶことになり, 大きな問題を抱えていることが指
摘された｡
FASBおよび IASB の概念フレームワークにおける保守主義は, 現行では容認ないしは
推奨されているが, 2008年の草案では否定されている点が指摘された｡ 更に, この否定の
論拠がOhlson と Feltham のモデルにおける保守主義の議論と共通性をもっているため,
今後国際的に有力な会計基準が自己創設のれんの計上の方向に進む可能性が示唆された｡
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